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『『『『2016201620162016 年税制改正速報版』年税制改正速報版』年税制改正速報版』年税制改正速報版』    
～税制改正のポイントと社長・ ～税制改正のポイントと社長・ ～税制改正のポイントと社長・ ～税制改正のポイントと社長・ 

資産家を守る対策～資産家を守る対策～資産家を守る対策～資産家を守る対策～    

 
日 時：2016 年 4 月 7 日（木） 

    8:00～9：00 （開場 7:45～） 

 
講 師：税理士法人 SBC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ  

  税理士 小原 健嗣 

 
対 象：経営者・経営幹部 
 
定  員 ： 1 0 名 （ 先 着 順 ） 
 
参加費：1 名様 3,000 円（税込）  

・弊社顧問契約先 1,000 円(税込) 

※当日会場にてお渡し下さい。 

 
会 場：税理士法人ＳＢＣﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

浜松支店 会議室 

 

お問合せ：税理士法人 SBC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

     Tel: 053-463-3555   
    （担当：松田・河西） 

SBC SeminarSBC SeminarSBC SeminarSBC Seminar 
    

セミナー案内セミナー案内セミナー案内セミナー案内     

 

 

 

 

加算税は、申告納税義務が

適正に履行されない場合に

課されるもので、一種の行

政制裁的性格を有するもの

です。以下 4 種類に分類さ

れます。①期限内申告に修

正申告･更正があった場合

…過少申告加算税、②期限

後申告、決定があった場合

等…無申告加算税、③源泉

徴収税額を期限内に納付し

なかった場合等…不納付加

算税、④仮装・隠ぺいがあ

った場合…（過少申告加算

税、不納付加算税、無申告

加算税に代えて）重加算税 

Ｓｃｏｐｅ 

加算税加算税加算税加算税 
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エスビーシー・ファーストタックスエスビーシー・ファーストタックスエスビーシー・ファーストタックスエスビーシー・ファーストタックス 

平成 29 年分から加算税制度を見直し 平成 29 年分から加算税制度を見直し 平成 29 年分から加算税制度を見直し 平成 29 年分から加算税制度を見直し 

事前通知後の修正申告等に低率の加算税事前通知後の修正申告等に低率の加算税事前通知後の修正申告等に低率の加算税事前通知後の修正申告等に低率の加算税    
 

平成 28 年度税制改正では、納税環境整備の一環として、加算税

に関しても見直しが行われているので、注意したい。その内容は、

①事前通知を受けて修正申告等を行う場合の取扱いと、②短期間

に繰り返して無申告又は仮装・隠ぺいが行われた場合の加算税の

加重措置の創設だ。 

①事前通知を受けて修正申告等を行う場合 

平成 23 年度税制改正により、税務調査に関しては、税務署から

の事前通知が義務化されたが、その後、事前通知直後に多額の修

正申告又は期限後申告を行い、加算税の賦課を免れている事例が

顕著になっている。このため、当初申告のコンプライアンスを高

める観点から「事前通知」から「更正予知」までの期間について

は、新たな加算税（更正予知後の加算税よりも一段低い加算税）

の対象とされる（源泉所得税の不納付加算税は対象外）。 

具体的には、実地調査の事前通知が行われた後、かつ、その調

査により更正決定があることを予知する前にされた修正申告に基

づく過少申告加算税の割合（現行：0％）については、5％（期限

内申告税額と 50 万円のいずれか多い額を超える場合は 10％）と

し、期限後申告又は修正申告に基づく無申告加算税の割合（現行：

5％）については 10％（納付すべき税額が 50 万円を超える部分は

15％）とする。 

②短期間に繰り返して無申告又は仮装・隠ぺいが行われた場合の

加算税の加重措置 

意図的に無申告、仮装・隠ぺいを繰り返すような悪質な行為を

防止する観点から、過去 5 年以内に無申告加算税（更正予知によ

るものに限る。）又は重加算税を課された者が、再び、無申告、仮

装・隠ぺいに基づく修正申告書の提出等を行った場合、加算税を

10％加重する措置が導入される（過少申告加算税および源泉所得

税の不納付加算税は対象外）。この措置は、地方税の加算金制度（不

申告加算金、重加算金）についても、同様の見直しが行われる。 

上記①、②の改正ともに、平成 29 年 1月 1 日以後に法定申告期

限が到来する国税、地方税について適用される。 

専門家・実務家のための税務戦略ニュース 毎月 3回（5日.15 日.25 日）発行 

 【注意】当記事に記載されている情報に万が一誤りがあった場合、または当記事を利用することにより生じた損失や損害などについては、いかなる 

場合も一切の責任を負いません。あらかじめご了承ください。 


